
議会事務局 （２－２０１１・４８－８１２６） 議会の事務・監査委員会・公平委員会 

 

総務課 （２－２００１・４８－８１２０） 

人事・例規・財政・財産・人権・選挙・統計・消防・防犯・災害対策・交通安全・ふるさと納税 

 

企画課 （２－２０１８・４８－８１２２） 

総合企画調整・まちづくり・都市計画・企業誘致・広報・電算・公共交通・空き家対策 

 

税務住民課 税務（２－２０４１・４８－８１１３） 住民（２－２０３１・４８－８１１４） 

町税の賦課徴収・固定資産の評価・国民健康保険・国民年金・後期高齢者医療・ 

福祉医療・戸籍・住民基本台帳・印鑑登録 

 

福祉保健課 （２－２０２１・４８－８１１５） 

社会福祉・保健衛生・児童福祉・介護保険・居宅介護支援事業所 

 

産業環境課 環境・農業（２－２０３０・４８－８１１７） 林業・商業観光 （２－２０１２・４８－８１１８） 

農業・水産業・林業・狩猟・鳥獣害対策・工業・商業・観光・公害・環境衛生・環境対策 

 

地域整備課 道路・芹谷（２－２０２０・４８－８１１６） 上・下水道 （２－２５８３・４８－８１２４／８１２５） 

道路・河川・建築・その他土木・上下水道・農業集落排水・芹谷地域振興・治水対策 

 

会計室 （２－２０２２・４８－８１１２） 

決算・現金出納・有価証券・物品出納・財産管理 

 

教育総務課 （２－３７４６・４８－８１２３） 子ども家庭応援センター （２－８１３７・４８－８１３７） 

教育委員会・教職員人事・教育財産・教育相談・奨学金・保育園・ 

子ども家庭応援センター・子育て支援センター・要保護児童対策 

 

学校教育課 （２―３７４１・４８－８１２３） 

幼稚園・小中学校振興・学校施設管理・教職員研修 

 

生涯学習課 （２－３７４０・４８－８１３０） 

図書館（２－１１４２・４８－１１４２） 博物館（２－２０７７・４８－２０７７）  

社会教育・学童・中央公民館・スポーツ推進・体育施設・図書館・博物館・文化財・町史 



〔議会費〕 

議会費 ７，８５５万円 （議会事務局） （多賀町の一般財源） 

議員が条例や予算、決算を審議します。議員数は１２名です。 

議会だよりを年４回発行し、議会での審議内容や一般質問についてお知らせします。 

《主な経費》 

議員報酬等 ５，４３７万円 

職員給与等 １，７５８万円 

議会だより発行費 １３４万円 

議事録調整委託料 ７８万円 

各種負担金 ２３８万円 

 

 

 

〔総務費〕 

総務一般管理費 ２億３，６８１万円 （総務課） 

庁舎の印刷費や光熱水費、電話料等の役場共通の経費を管理します。財政事務や人

事・給与事務、条例の改正のほか、行政文書の管理や職員の研修も行います。 

《主な経費》 

特別職（町長・副町長）給料等 ２，９６１万円 

職員給与等（総務課・企画課・会計室） １億４８４万円 

管理消耗品 庁舎光熱水費、通信運搬等 ２，６４６万円 

下水道使用料・機器賃借料等 ３１４万円 

職員研修費 ４２万円 

財産管理費 ３，１５４万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

庁舎や設備の財産管理、福祉バスの運行管理 

を行います。公共施設総合管理計画を策定し、 

効率的に資産を管理します。 

《主な経費》 

本庁舎保守経費 ７６３万円 

福祉バス運行委託料 ４９０万円 

庁舎設備補修費 ３７２万円 

多賀大社前駅コミュニティハウス経費 ６７万円 

公共施設総合管理計画策定費 ８２０万円 

財源 

国県の負担 ２９０万円 

庁舎使用料等 ２６７万円 

町の一般財源 ２億３，１２４万円 

役場庁舎３階本会議場 

一般財源 

制約なくどのような経費にも使用することができる財源をいい、町税、地方譲与税、

地方交付税、利子割交付金、自動車取得税交付金等があります。 

新しくなった福祉バス（平成 27年 3月購入） 



川相出張所費 ４８８万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

川相出張所の運営、維持管理を行います。 

《主な経費》 

臨時・嘱託職員設置費 ３８４万円 

管理運営費 １０４万円 

諸費 １，６７６万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

防犯対策事業や区長事務、日置市との交歓行事等を行います。 

《主な経費》 

防犯灯設置委託料 ２７９万円 

自治振興事業交付金 １，１３０万円 

(文書配布費や自警団設置費など各集落に交付します。) 

日置市（兄弟都市）交歓事業費 ７０万円 

会計管理費 ３２６万円 （会計室）（多賀町の一般財源） 

公金の出納や保管、各基金の管理などの会計事務を行います。また、各課で使用する

共通物品について、一括契約し、良質で安価な物品の調達を行います。 

平成２７年１０月より、公金のコンビニ収納を開始します。 

《主な経費》 

嘱託職員設置費 ２０５万円 

振替手数料 ４１万円 

指定金融機関委託料 ５４万円 

コンビニ収納手数料 １４万円 

企画費 ８，３３０万円 （企画課） 

集落のまちづくりを推進するため、まちづくり活動支援交付金等を交付するとともに、  

若者定住、空き家対策事業等を実施し、活気ある集落づくりを支援します。 

公共交通推進事業として、愛のりタクシーの利用促進に努めます。 

木造住宅の耐震強化や（仮称）多賀スマート IC設置に向けた取り組みを進めます。 

第５次多賀町総合計画の中間年となるため、後期に向けた見直しを行います。 

《主な経費》 

まちづくり活動推進費 ３，８６１万円 

（うち まちづくり活動支援交付金 ２，１００万円） 

総合計画費（中間見直し） ２２８万円 

木造住宅耐震事業費 ６３４万円 

既存建築物耐震改修促進計画策定費 ４８２万円 

公共交通推進事業 ２，３２２万円 

若者定住支援事業 ７４１万円 

空き家対策事業 １５０万円 

財源 

国県の負担 ８３１万円 

まちづくり基金繰入金 ４４３万円 

芹谷栗栖振興事業特別会計繰入金 ４０５万円 

コミュニティ事業助成金 ２５０万円 

公共交通活性化協議会戻入１，００８万円 

イベント開催助成金 ２万円 

町の一般財源 ５，３９１万円 

町が管理する防犯灯 

（町道久徳中川原線） 



町制６０周年事業費 ６００万円 （企画課）（多賀町の一般財源） 

 町制６０周年を迎えることから、記念式典や講演会、種々のイベント事業を実施します。 

《主な経費》 

式典・講演会開催費 ２６０万円  

空き缶モニュメント製作費 ５１万円 

６０周年のあゆみ作成費 ２０３万円 

町民企画記念事業補助 ５０万円 

 

文書広報費 １，１４０万円 （企画課） 

広報発行やホームページの管理運営を行います。引き続き、森林資源循環を推進する

ため、ｋｉｋｉｔｏ （ききと）紙を使用した広報誌を発行します。ホームページをリニューアルし、

わかりやすい情報発信に努めます。 

《主な経費》 

ホームページにかかる経費 ３２８万円 

（うち ホームページリニューアル費 ２５０万円） 

広報発行費 ５５０万円 

 

 

 

 

 

 

 

電子計算費 ７，９５９万円 （企画課） 

行政内部の事務を円滑かつ安全に行うためのシステムの更新、保守を行います。 

情報の漏えい等、重大な事故を発生させないよう、安全対策を図ります。 

経費の削減・システムの管理強化のため、滋賀県内６町での行政情報システムの共同

利用を開始します。マイナンバー（社会保障・税番号）制度導入に向けた整備を行います。 

《主な経費》 

電算システム保守委託料 ８３６万円 

マイナンバー制度導入委託料 ２，３３１万円 

６町行政情報システム共同利用料 ２，２９７万円 

電算備品購入費 ２３０万円 

 

 

 

 

財源 

広告料 ４万円 

町の一般財源 １，１３６万円 広報 たが  

ｋｉｋｉｔｏとは、森林とともに豊かに暮らしていける未来をめざし、人の営みと森林が結び

つくカタチをていねいに育てるプロジェクト。 

財源 

国県の負担 １，２３６万円 

町の一般財源 ６，７２３万円 

マイナンバーは、住民票を有する全ての方に１人１つの番号（１２桁）を付して、    

社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機関に存在する  

個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用されるものです。 

平成２７年１０月にマイナンバーが通知されます。 

 

皆さまのご協力により集まっている空き缶  



コミュニティバス運行費 ３，６５０万円 （企画課） 

町内３路線１２系統の公共交通バスの運行を確保します。 

《主な経費》 

運行対策補助金（湖国バス） ３，６５０万円 

交通安全対策費（ソフト事業） １１４万円 （総務課） 

交通安全の啓発や交通災害共済の加入促進を行います。 

《主な経費》 

交通指導員報酬 ２１万円 

啓発消耗品 ３５万円 

交通安全協会負担金等 ４０万円 

 

 

 

人権推進費 ２３６万円 （総務課） 

住民、企業への啓発事業を実施し、人権を尊重する明るいまちづくりを推進します。 

１１月には、「人権尊重のまち 町民のつどい」を開催します。 

《主な経費》 

人権擁護推進費 ７７万円 

 （うち 町民のつどい開催費 ５５万円） 

同和対策啓発費 １０１万円 

企業内人権啓発費 ５８万円  

 

 

 

 

 

税務総務費・賦課徴収費 ４，７３４万円 （税務住民課） 

適正な課税、徴収業務を行います。納税証明書や固定資産評価証明書等を発行するほ

か、軽自動車（多賀町ナンバー）の登録・廃車の手続きを行います。 

６０周年記念事業として、多賀町ご当地ナンバープレートを作成します。 

《主な経費》 

職員給料等 ３，６５９万円 

画地条件調査委託料 １３１万円 

賦課徴収用紙代等 ８４万円 

６０周年ご当地ナンバー（原付）作成費 ２０万円 

財源 

交通災害事務取扱料 １８万円 

町の一般財源 ９６万円 

財源 

国県の負担 ４５万円 

講演会助成金 １５万円 

町の一般財源 １７６万円 

財源 

国県の負担 １，０９８万円 

手数料等 ６４万円 

町の一般財源 ３，５７２万円 

財源 

国県の負担 ６２８万円 

町の一般財源 ３，０２２万円 

街頭での交通安全啓発 

人権尊重のまち 町民のつどい 

多賀町青少年育成大会 



住民基本台帳費 ２，５３４万円 （税務住民課） 

戸籍法、住民基本台帳法に基づき、各種届出の受付、相談、編製事務、住所の異動、印

鑑登録、戸籍・住民票等の証明書の交付を行います。 

また、第２・第４金曜日は、１９：００まで証明書の時間外交付を行っています。 

《主な経費》 

職員給料等 １，２９２万円 

システム保守委託料 ３８７万円 

システム等リース料 ３８５万円 

個人番号カード交付事業負担金 ２６９万円 

 

 

 

選挙事業費 １，３２２万円 （総務課） 

公平公正な選挙が実施されるよう啓発を行います。選挙時には、厳正かつ迅速に投開

票事務を行います。今年４月に滋賀県議会議員選挙、平成２８年３月に多賀町長選挙、 

多賀町議会議員選挙が行われます。 

《主な経費》 

選挙管理委員会費 ３３万円 

選挙啓発費 １３万円 

滋賀県議会議員選挙費 ４５５万円 （４／１２執行） 

多賀町長選挙費 ３５２万円（平成２８年３月執行予定） 

多賀町議会議員選挙費 ４６３万円（平成２８年３月執行予定） 

農業委員会選挙費 ７万円 

犬上川沿岸土地改良区総代選挙費 ６万円 

 

 

 

 

 

 

財源 

国県の負担 ２７６万円 

手数料等 ３７０万円 

町の一般財源 １，８８８万円 

財源 

国県の負担 ４５０万円 

犬上川沿岸土地改良区事務費 ６万円 

町の一般財源 ８６６万円 

税務住民課窓口 



統計調査費 ４１０万円 （総務課） 

国が実施する各統計調査を行います。調査員の研修を行い、調査の精度を高めます。 

《主な経費》 

調査員報酬 ２６０万円 

国勢調査地図出力委託料 ５０万円 

調査消耗品 ３２万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公平委員会費 ３万円 （議会事務局）（多賀町の一般財源） 

職員の勤務条件に関する措置の要求や不利益処分を審査し、必要な措置を講じます。 

《主な経費》 

委員報酬 ２万円 

 

監査委員費 ６５万円 （議会事務局）（多賀町の一般財源） 

町の財務、事務事業が法令等に基づき公正、適正に行われているかという合法性や経

済性、効率性、有効性の観点から監査を実施します。監査結果、措置状況を公表します。 

《主な経費》 

委員報酬 ４６万円 

研修旅費 １３万円 

財源 

国県の負担 ３３２万円 

町の一般財源 ７８万円 

今年度 実施する統計調査 

国勢調査    学校基本調査 

毎月人口推計調査 

 

平成２７年１０月１日に国勢調査を実施します 

国勢調査は、日本の人口や世帯の実態を明らかにするため、統計法という法律に基づ

き５年ごとに実施する、我が国における最も基本的で、重要な統計調査です。 

平成２７年調査は、紙の調査票だけでなく、パソコンやスマートフォンからインターネット

による回答ができるようになり、より便利で簡単になります。 

調査の結果から得られる人口は、我が国の人口の基本となる法定人口として、選挙区

の区割りや地方交付税の算定の基準などに利用されます。 

また、男女・年齢別人口、昼間人口、世帯構成、産業別の人口などの統計は、国や地方

公共団体の社会福祉、雇用、環境整備、防災対策などをはじめとして、あらゆる施策の基

礎データとして利用されます。 

我が国の全ての世帯にご回答をいただくことになっています。ご支援・ご回答をよろしく

お願いいたします。 



〔民生費〕 

社会福祉総務費 ７，３８４万円 （福祉保健課） 

民生児童委員活動の推進や地域福祉全体の向上に取り組みます。社会福祉協議会と

連携し、共助社会の実現を図ります。地域福祉計画に基づき、誰もが暮らしやすいまちづく

りを推進します。 

《主な経費》 

職員給与等 １，９０３万円 

くらし応援サポート委託料 ２１０万円 

社会福祉協議会補助金 ２，３５１万円 

民生児童委員協議会活動費 ３３２万円 

臨時福祉給付金事業費 １，６３７万円 

（うち 臨時福祉給付金 １，３６７万円） 

（うち子育て世帯臨時特例給付金 ２７０万円） 

国民健康保険費 ４，９４９万円 （税務住民課） 

国民健康保険事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行って

いますが、一定の基準に基づき、繰出を行っています。 

 

《主な経費》 

高額療養費貸付金 ５０万円 

国民健康保険特別会計繰出金 ４，８９９万円 

 

介護・生活支援費 １億２，００２万円 （福祉保健課） 

介護保険事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行っていま

すが、一定の基準に基づき、繰出を行っています。 

《主な経費》 

介護保険特別会計操出金 １億１，８５９万円 

介護予防プラン作成委託料 ６８万円 

 

 

 

 

財源 

国県の負担 １，８３７万円 

貸付金元金収入 ５０万円 

町の一般財源 ３，０６２万円 

財源 

国県の負担 １，８２９万円 

町の一般財源 ５，５５５万円 

財源 

国県の負担 ６６万円 

介護サービス計画手数料等 ２５０万円 

町の一般財源 １億１，６８６万円 

介護予防教室 



後期高齢者医療費 １億３，００４万円 （税務住民課） 

７５歳以上の人（一定の障害がある人は６５歳以上）は、後期高齢者医療制度に加入と

なり、滋賀県後期高齢者医療連合が給付を行い、町は保険料の収納や被保険者証の交付

を行います。 

後期高齢者医療事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行っ

ていますが、一定の基準に基づき、繰出を行っています。 

《主な経費》 

健康診査委託料 １６２万円 

広域連合負担金 ９，８５３万円 

後期高齢者医療特別会計繰出金 ２，９８４万円 

 

老人福祉費 ３，３１７万円 （福祉保健課） 

老人クラブや敬老会の活動の支援やひとり暮らし高齢者、高齢者世帯が安心して生活で

きる仕組みを構築し、高齢者福祉の向上を図ります。 

また、高齢者の生きがいづくりや健康増進、ふれあい交流事業を展開します。 

 

《主な経費》 

老人クラブ育成事業 １３７万円 

シルバー人材センター補助事業 ８７８万円 

高齢者生きがい支援事業 ７０５万円 

（うち 地域サロン運営委託料 １８５万円） 

（うち もんぜん亭指定管理料 ３００万円） 

高齢者生活支援事業 ６１１万円 

（うち 配食サービス委託料 ３１９万円） 

（うち 小規模住宅改造補助金 １６７万円） 

 

 

 

国民年金費 ７０７万円 （税務住民課） 

国民年金の資格の取得、喪失等の異動や裁定請求等に係る事務を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 ７０４万円 

事務費 ３万円 

 

 

財源 

国県の負担 １３８万円 

サービス利用者負担金等３２９万円 

町の一般財源 ２，８５０万円 

（うち 地方消費税 社会保障分 ５００万円） 

 

財源 

国県の負担 １，８３０万円 

健診受託収入 １３１万円 

町の一般財源 １億１，０４３万円 

財源 

国県の負担 １８２万円 

町の一般財源 ５２５万円 

もんぜん亭 サロン 



障害福祉費・障害者自立支援費 １億５，０８３万円 （福祉保健課） 

障害福祉計画に基づき、障害のある方が、住みなれた地域で安心して生活できるよう、

福祉サービスの利用や就労に向けての支援、社会参加の促進、相談支援などを行います。    

新たに障害児放課後児童クラブを開設します。 

《主な経費》 

障害者生活支援事業 ４１０万円 

（うち 障害児放課後児童クラブ委託料 ２５０万円） 

障害福祉施設運営事業 ３７７万円 

介護および訓練等給付費 １億２，１１４万円 

地域生活支援事業費 １，５５１万円 

自立支援医療助成 ２０５万円 

補装具交付事業 ２６０万円 

福祉医療助成費 ７，６３８万円 （税務住民課） 

子どもや重度心身障害者、母子・父子家庭等の一定の要件を満たす方の医療保険自己

負担額（一部負担金）を助成します。 

 多賀町では、子育て支援として、中学を卒業するまでの児童・生徒の医療費を無料にして

います。 

《主な経費》 

福祉医療扶助料 ７，３６８万円 

（うち子育て応援医療費 １，４５０万円）（小中学生分）  

事務手数料 ２５７万円 

 

児童福祉総務費・母子福祉費 １億５，１６７万円 （福祉保健課） 

児童手当の支給や育児支援を行い、子どもたちの健全育成を図ります。育児支援として、

紙おむつや粉ミルクにかかる経費の一部を助成します。母子父子家庭の支援を行います。 

《主な経費》 

職員給与費等 ９１６万円 

児童手当 １億２，５８５万円 

地域療育事業負担金 １，０４５万円 

障害児通所給付費 ３７８万円 

育児支援助成 １０８万円 

母子のぞみ会補助 １０万円 

児童館費 ７万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源） 

児童館の維持管理を行います。 

《主な経費》 

児童館運営経費 ７万円 

財源 

国県の負担 １億３１８万円 

障害児放課後児童クラブ利用料 ３０万円 

町の一般財源 ４，７３５万円 

（うち 地方消費税 社会保障分 ５００万円） 

財源 

国県の負担 ２，０１８万円 

社会福祉基金繰入金 １，４５０万円 

高額療養費返還金 １，３００万円 

町の一般財源 ２，８７０万円 

財源 

国県の負担 １億１，２９９万円 

町の一般財源 ３，８５８万円 

親子活動のようす 



保育所費 ３億３７０万円 （教育総務課） 

多賀ささゆり保育園、たきのみや保育園の安全安心な施設運営に努め、就学前の子ど

もの健全育成を図ります。子育て相談や延長保育を実施し、保護者支援を充実します。 

衛生管理を行い、園児にバランスのとれた栄養のある給食を提供します。 

今年度、待機児童を出さないよう、多賀ささゆり保育園の増築を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 １億１，７３３万円 

臨時保育士・調理師設置費 ４，６１８万円 

食材料費 １，２３３万円 

施設管理委託料  ３９５万円 

多賀ささゆり保育園増築費 １億３００万円 

 

 

 
多賀ささゆり 

保育園 

たきのみや 

保育園 

平成２６年度

（年度末） 
１６９ ２７ 

平成２７年度

（年度当初） 
１６１ ３２ 

増減 ▲８ ＋５ 

子育て支援対策費 ３，１９４万円 （教育総務課・生涯学習課） 

子育て支援センターでは、子育て世代のニーズを把握し、子育て支援、発達支援、家庭

への支援等のきめ細かなサービスを行うほか、児童虐待防止に向けた取り組みを強化しま

す。放課後児童クラブの充実（小学６年生まで）を図ります。 

《主な経費》 

子育て支援センター費 １，５７７万円 

（うち職員給与等 ８１２万円） 

児童虐待防止ネットワーク事業 １９万円 

放課後児童クラブ事業 １，３５６万円 

臨床心理士・訪問相談員設置費 ２４１万円 

 

 

 

財源 

国県の負担 １４０万円 

入所負担金等 ５，４５２万円 

町債 ９，２７０万円 

町の一般財源 １億５，５０８万円 

（うち 地方消費税 社会保障分 １，９６０万円） 

 

財源 

国県の負担 ６５７万円 

保護者負担金等 ８３０万円 

町の一般財源 １，７０７万円 

（うち 地方消費税 社会保障分 ５００万円） 

多賀ささゆり保育園（サッカー教室） 

園児数 （人） 

新しくなった放課後児童クラブ施設（多賀小学校敷地内） 子育て支援センター 親子活動 



〔衛生費〕 

保健事業総務費 ３，２４９万円 （福祉保健課）（多賀町の一般財源） 

保健・医療の円滑な推進を図るとともに健康づくりの取り組みを推進します。健康づくり

推進事業として、睡眠講座や健康食についての事業を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 ２，７２７万円 

休日急病診療所負担金 １５８万円 

地域保健医療推進事業負担金 １６５万円 

健康づくり推進事業 ６７万円 

 

保健事業費 ４，６０１万円 （福祉保健課） 

各種検診・健康診査、予防接種を行うとともに、健康増進計画に基づき、健康セミナー等 

を開催し、町民の健康づくりを推進します。 

 がん・骨粗しょう症・肝炎・生活習慣病の受診料を５００円とし、受診率の向上を図ります。 

 

《主な経費》 

成人保健事業 １８８万円 

がん検診事業 ９９４万円 

結核対策事業 ６９万円 

予防接種事業 ２，１８５万円 

骨粗しょう症予防事業 ２８万円 

母子保健事業 １，０７１万円 

（うち 不妊治療助成費 １２０万円） 

（うち 未熟児養育医療費 ５０万円） 

健康推進員育成事業 ６１万円 

 

総合福祉保健センター事業 ２，０８８万円 （福祉保健課） 

総合福祉保健センター「ふれあいの郷」の運営管理を行います。 

《主な経費》 

光熱水費等の需用費 ９７６万円 

施設管理委託料 ６３６万円 

維持補修工事 ２９５万円 

 

 

財源 

国県負担金 １３８万円  

検診料等 ６５万円 

町の一般財源 ４，３９８万円 

（うち 地方消費税 社会保障分 １，０００万円） 

 

財源 

センター使用料他 ９８万円 

町の一般財源 １，９９０万円 

乳児健診 

健康長寿講演会 

幻のラジオ体操第３実技研修会 



環境衛生総務費 ６，５６２万円 （産業環境課） 

環境基本条例に基づき、住民等の環境意識の向上を図るとともに、衛生的な生活環境

づくりを推進します。彦根愛知犬上広域行政組合（紫雲苑：斎場）の施設改修費（第２期工

事分）を負担します。 

平常時の節電、災害時の電源確保対策として、庁舎に太陽光発電装置を設置します。 

《主な経費》 

職員給与等 １，３８５万円 

紫雲苑管理運営負担金（斎場） ６１０万円 

紫雲苑施設改修負担金（斎場） １，６９６万円 

太陽光発電装置設置費 ２，６００万円 

環境審議会経費 １２万円 

 

 

塵芥処理費 １億１５６万円 （産業環境課） 

廃棄物を適正に処理するとともに、地域や家庭でのごみの減量化を推進します。また、

不法投棄のない美しいまちづくりを推進します。 

《主な経費》 

ごみ収集・処理委託料 ４，０７３万円 

彦根愛知犬上広域行政負担金 ２，１６６万円 

（燃えないごみ） 

湖東広域衛生管理組合負担金 ３，６３４万円 

（燃やすごみ） 

不法投棄対策費 ２１０万円 

生ごみ処理機購入補助 ２４万円 

資源回収奨励金 １００万円 

 

 

 

 

 

 

財源 

国県負担金 ２，６００万円  

町債 １，５２０万円  

まちづくり基金繰入金 １８４万円 

蓄犬登録手数料等 ５７万円 

町の一般財源 ２，２０１万円 

財源 

国県負担金 ７５万円  

琵琶湖総合保全交付金等 １０４万円 

町の一般財源 ９，９７７万円 

ダンボールコンポスト講習会 粗大ごみ収集のようす 



し尿処理費 ３，８４４万円 （産業環境課）  

し尿・浄化槽汚泥を適正に処理するとともに、下水道区域以外での合併処理浄化槽設置

や適正な維持管理を推進します。 

《主な経費》 

湖東広域衛生管理組合負担金 ３，１７９万円 

（し尿処理施設） 

合併処理浄化槽設置補助 ３６０万円 

合併処理浄化槽維持管理補助 ３０３万円 

 

公害調査費 １７６万円 （産業環境課） 

河川や井戸の水質調査を定期的に行い水質の監視を行います。また、臭気や騒音の事

案が発生した場合には、迅速に対応します。 

《主な経費》 

水質検査委託料 １３７万円 

臭気測定委託料 ８万円 

騒音測定委託料 ３１万円 

 

 

 

 

上水道費 ３，２８５万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源） 

水道事業会計の安定のため、企業債元利償還金等の一部を繰り出します。 

《主な経費》 

水道事業会計繰出金 ３，２８５万円 

（企業債償還分） 

 

 

 

 

 

財源 

国県負担金 ２２５万円  

町の一般財源 ３，６１９万円 

財源 

琵琶湖総合保全交付金 １３７万円 

町の一般財源 ３９万円 芹川の清流（河内地先） 

新設した大君ケ畑浄水場 新設した水谷加圧所 



〔農林水産業費・商工費〕 

農業委員会費 １，４８１万円 （産業環境課） 

多賀町の農業を振興するため、農地の売買・賃借や転用等に関する許認可をはじめ、 

農地パトロール等、農業者の代表として活動します。 

《主な経費》 

委員報酬 ２２１万円 

職員給与等 ９３６万円 

臨時職員設置費 １４５万円 

農地情報システム管理費 ５９万円 

農業総務費 ２，６１８万円 （産業環境課） 

地域の農業組合と連携を図りながら、農業振興を計画的に推進します。 

《主な経費》 

職員給与等 ２，５３９万円 

農業組合長事務委託料 ４４万円 

 

農業振興費 １，５７６万円 （産業環境課） 

農業組織の強化および生産基盤の安定のための支援を行います。 

そばの生産奨励やにんじんの種子補助・環境こだわり農産物栽培奨励に対する取組に

支援を行い、地元特産物の普及に努めます。 

地産地消や安全安心な農作物づくりを推進します。 

《主な経費》 

環境保全型農業直接支払交付金 １，００７万円 

パイプハウス設置補助 ５０万円 

特産物生産奨励補助 １１８万円 

特産物生産基盤整備補助 ４３万円 

青年就農給付金 １５０万円 

 

 

 

 

 

財源 

国県負担金 ２２３万円  

農業者年金委託金 １１万円 

町の一般財源 １，２４７万円 

財源 

国県の負担 １４万円 

町の一般財源 ２，６０４万円 

財源 

国県の負担 ８４７万円 

町の一般財源 ７２９万円 

多賀の新鮮な野菜を販売する もんぜん市 

（毎週水・土曜日：多賀大社前駅） 

多賀そば祭り（ふるさと楽市） 



農村まるごと保全向上対策費 １，９３８万円 （産業環境課） 

農地や農業用水を良好に保全する集落ぐるみの取組に対して、支援を行います。 

《主な経費》 

農村まるごと保全向上対策負担金 １，８９１万円 

 

 

地域農政推進対策費 １７１万円 （産業環境課） 

農業団体の法人化への取り組みの推進や農業の担い手確保対策を実施します。 

「多賀の農業・農山村を考えるつどい」を開催します。 

《主な経費》 

中山間地域直接支払推進対策費 １１２万円 

多賀の農業・農山村を考えるつどい費用 １２万円 

 

 

 

土地改良事業費 ３，６７４万円 （産業環境課） 

土地改良区が実施する事業に対し、一定の基準に基づき、補助を行います。 

災害時に備え、ため池ハザードマップの作成に取り組みます。 

芹川ダム耐震調査により改修が必要なため、測量調査設計費について、多賀町分を負

担します。 

《主な経費》 

職員給与等 ５２５万円 

土地改良区維持管理補助 １０１万円 

芹川ダム改修負担金 ４５５万円 

ため池ハザードマップ作成費 ２，５００万円 

（高宮池・犬上ダム・芹川ダム） 

 

農業集落排水事業費 ４，７２８万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源） 

農業集落排水事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行って

いますが、一定の基準に基づき、繰出を行っています。 

《主な経費》 

農業集落排水事業特別会計繰出金 ４，７２８万円 

財源 

国県の負担 １，４６４万円 

町の一般財源 ４７４万円 

財源 

国県の負担 ２，５００万円 

町の一般財源 １，１７４万円 

財源 

国県の負担 １０４万円 

ふるさと水と土の保全基金利子  ３万円 

町の一般財源 ６４万円 
多賀の農業・農山村を考えるつどい 



鳥獣害防止対策費 １，１８３万円 （産業環境課） 

農林業の振興を図るため、集落自営組織の電気柵維持管理費や活動に対して補助を行

います。獣害調査・分析を継続し、必要に応じてニホンザルの個体数調整を行います。 

《主な経費》 

臨時職員設置費 ３３４万円 

集落鳥獣害自衛組織育成補助 ４２５万円 

（緩衝帯及び柵の維持管理経費に対し、 

一定の補助を行います。） 

小規模農地獣害対策補助 １００万円 

ニホンザル個体数調整委託料 ６０万円 

畜産業費 ２万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源） 

家畜伝染病検査への補助や鳥インフルエンザ対策を実施します。 

《主な経費》 

伝染病予防注射等補助 ２万円 

林業総務費 ３，７９０万円 （産業環境課） 

林業振興を図るため、森林組合が実施する造林事業や境界明確化事業に補助を行いま

す。また、高取山ふれあい公園や林業会館の管理費も含まれています。 

《主な経費》 

職員給与等１，８１４万円 

彦根市犬上郡営林組合負担金 ３０６万円 

造林補助金 １６９万円 

生活環境保全林（青龍山）管理費 １３０万円 

高取山ふれあい公園管理費 ８４３万円 

林業会館管理費 ６６万円 

境界明確化事業費 ２１１万円 

狩猟費 ２，４０９万円 （産業環境課） 

地元猟友会に委託し、近年増加しているニホンジカの駆除（目標１１００頭）を行います。 

《主な経費》 

有害鳥獣駆除委託費 ２，３４５万円 

 

間伐実施事業費 ３００万円 （産業環境課） 

森林組合、山林組合が実施する間伐事業に対し、一定の基準により補助を行います。 

《主な経費》 

間伐材有効活用補助 ３００万円 

財源 

国県の負担 １３２万円 

林業会館使用料 １０万円 

町の一般財源 ３，６４８万円 

財源 

国県の負担 １，９４８万円 

町の一般財源 ４６１万円 

 

財源 

国県の負担 ９９万円 

町の一般財源 １，０８４万円 

財源 

国県の負担 １５０万円 

町の一般財源 １５０万円 



林道事業費 ５００万円 （産業環境課） 

既存林道の修復・整備を行います。 

また、突発的な土砂崩れ等が発生した場合の応急修復費用も含まれています。 

 《主な経費》 

林道維持補修工事費 ２００万円 

（権現谷線・御池線ほか） 

林道維持補修補助金 ３００万円 

（各組合管理道分） 

森林税事業費 １，９１７万円 （産業環境課） 

滋賀県の森林税を活用した事業を展開します。 

県内小学４年生の「森林環境学習やまのこ事業」を、大滝山林組合（高取山ふれあい公

園）に委託します。間伐材利用促進として、新たに、出生児に配布する「お食い初めセット」、

引き続き、小中学校に「木の机」を整備します。 

《主な経費》 

森林環境学習（やまのこ）委託料 ９１５万円 

間伐材製品利用促進費 ５１９万円 

長寿の森奨励事業交付金 ４４８万円 

 

 

 

 

 

 

治山事業費 ２００万円 （産業環境課） 

桃原・霜ケ原地先において、治山事業を実施します。 

緑のふるさと協力隊設置費 ２９８万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源） 

都市部の若者（１名）に１年間、空き家に滞在してもらい、その地域が必要としている

様々な活動や町の行事等に従事してもらうことで、担い手不足等を解消し、活性化を図りま

す。今年度は、栗栖地区に１名配置します。 

《主な経費》 

協力隊設置活動費 ２９８万円 

 

 

財源 

国県の負担 １，６６８万円 

町の一般財源 ２４９万円 

地元材を活用した宿泊体験施設（高取山ふれあい公園） 

緑のふるさと協力隊員の活動 

財源 

国県の負担 ２２万円 

町の一般財源 ４７８万円 

財源 

国県の負担 ２００万円 

地元材を活用した「お食い初めセット」 



森林資源循環利用促進費 １３４万円 （産業環境課） 

町産木材を循環利用することにより、水源涵養、国土保全などの重要な機能の維持を図

るとともに、低炭素社会の実現を目指します。 

《主な経費》 

町産木材利用住宅促進補助金 ６０万円 

森林資源循環利用ワーキング活動費 ５６万円 

水産業費 ２２万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源） 

水産資源や河川環境を保全するため、大滝漁業組合に補助を行います。 

多賀小・大滝小児童が実施する環境学習（稚魚放流）経費も含まれています。 

《主な経費》 

大滝漁業組合補助 ２２万円 

商工振興費 ２，１３９万円 （産業環境課） 

商工会と連携し、地域の活性化を図るとともに、そばの流通や消費拡大を促進します。 

小規模企業者の融資相談や振興資金利子の補給を実施し、経営の安定を支援します。 

１０月には、「ふるさと楽市」を開催します。 

《主な経費》 

職員給与等 ９８４万円 

ふるさと楽市開催費 ２００万円 

商工会運営補助 ７７０万円 

そば消費促進補助 １５万円 

小口簡易資金預託金 ５６万円 

振興資金利子補給金 ３０万円 

 

 

 

観光費 ８２５万円（産業環境課） 

観光協会と連携し、誘客促進事業を展開するとともに、広域観光事業を推進します。 

遭難対策として、鍋尻山の登山道補修を行います。 

《主な経費》 

観光事業推進委託料 ５２万円 

観光協会補助 ５３０万円 

登山道補修費 ４５万円 

びわこ湖東路観光協議会負担金 ７７万円 

鈴鹿国定公園整備補助 ７万円 

財源 

小口資金預託金元金収入 ５６万円 

町の一般財源 ２，０８３万円 

財源 

レンタサイクル利用料  ３万円 

鈴鹿国定公園整備奨励金 ７万円 

まちづくり基金繰入金 １２５万円 

町の一般財源 ６９０万円 

ふるさと楽市 

 

財源 

琵琶湖総合保全交付金 ９３万円 

町の一般財源 ４１万円 



〔土木費〕 

道路橋梁総務費 １，３３６万円 （地域整備課） 

道路管理や道路占用許可、屋外広告物、建築確認事務を行います。 

また、新設・改良・廃止された町道や橋梁を道路台帳に整理し管理を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 １，０１５万円 

道路台帳整備費 １００万円 

 

道路橋梁新設改良費 ３億５，１９５万円 （地域整備課） 

生活基盤の充実を図るため、町道の新設改良を行うとともに、ガードレール等の交通安

全対策施設を整備し、安全・安心なまちづくりを推進します。 

また、計画的に橋梁の安全性の確保と長寿命化を図ります。 

《主な経費》 

職員給与等 ３，７３４万円 

測量設計委託料 ２，０００万円 

（うち橋梁長寿命化設計費 １，５００万円） 

道路改良工事費 １億９，４５０万円 

交通安全対策工事 １５０万円 

里道舗装工事 １８０万円 

橋梁長寿命化工事 ７，４８０万円 

県営事業負担金 ４０万円 

《主な工事箇所》 

町道多賀絵馬通り線（道路改良）  町道四手多賀北線（舗装）     

町道東出地蔵芹川線（道路改良） 町道粟田高宮線（道路改良）   

町道高取線（側溝改良）   町道藤瀬４号線 （道路改良） 

土田・木曽地区里道舗装 

橋梁長寿命化工事（鎮守橋・八重練高橋・霜ケ原高橋） 

橋梁長寿命化設計（仏ケ後橋・大滝橋） 

 

 

 

 

財源 

国県の負担  ２４万円 

屋外広告物手数料 １７万円 

町の一般財源 １，２９５万円 

財源 

国県の負担  １億６，４５０万円 

町債 １億２，９４０万円 

地元寄附金 ５４万円 

町の一般財源 ５，７５１万円 

町道多賀絵馬通り線 （整備イメージ図） 長寿命化工事を施工する鎮守橋（萱原地先） 



道路橋梁維持費 ２，６３７万円 （地域整備課）  

町道の補修や修繕、路肩の除草等を行い、利用者にとって、安全な道路を維持します。 

積雪・凍結時には、除雪、融雪作業を実施します。今年度、歩道用除雪機械を購入し、  

歩道の安全確保に努めます。（町道の除雪基準：積雪が１０㎝以上のとき） 

《主な経費》 

道路維持管理・補修費 ５０２万円 

除雪対策費 ２，１３５万円 

（うち 歩道除雪機械購入費 ９００万円） 

 

河川総務費 １億５，２８３万円 （地域整備課） 

河川を適正に維持管理し、住民の安全を確保します。 

尼子地区の急傾斜地崩壊対策事業を実施します。 

各種ハザードマップを作成します。 

《主な経費》 

河川管理経費 １８１万円 

各種ハザードマップ作成費 ９００万円 

集落排水路整備（萱原地区） ５２万円 

急傾斜地崩壊対策費（尼子地区）１億４，０００万円 

県営事業（急傾斜）負担金 （萱原地区）１５０万円 

 

ダム対策費 １億５４８万円 （地域整備課） 

芹谷栗栖地域振興事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、事業を行っていますが、

事業の内容により、一般会計が負担すべき事業について計上をしています。 

《主な経費》 

職員給与等 ８５５万円 

臨時職員設置費 １７６万円 

芹谷栗栖地域振興特別会計繰出金 ３，９３８万円 

周辺地域振興整備費 ５，４６３万円 

 

 

 

 

財源 

国県の負担  １億３，２３６万円 

町債 １，３９０万円 

地元寄附金 １７万円 

町の一般財源 ６４０万円 

財源 

国県の負担  ２１０万円 

芹谷栗栖地域振興事業会計繰入金 ２，８６５万円 

町の一般財源 ７，４７３万円 

財源 

国県の負担  ６００万円 

地方債 ２７０万円 

町の一般財源 １，７６７万円 

整備が進む水谷地区 芹谷地域消防センター 



都市計画総務費 ２９９万円 （企画課） 

都市計画法に基づき、まちの健全な発展と秩序ある整備を図るため、土地利用や施設

の整備及び開発事業についての事務を行います。 

 

《主な経費》 

都市公園指定管理料 ２２０万円 

都市公園遊具補修費 １０万円 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道費 １億２，８２７万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源） 

公共下水道事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行ってい

ますが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。 

《主な経費》 

下水道事業特別会計操出金 １億２，８２７万円 

 

都市計画諸費 ７４９万円 （地域整備課） 

国土調査法に基づき、土地調査を実施します。 

《主な経費》 

地籍調査費 （水谷地先） ７４９万円 

 

 

 

 

 

 

 

財源 

国県の負担  ５５８万円 

町の一般財源 １９１万円 

地籍調査とは 

地籍調査とは、主に市町村が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査

し、境界の位置と面積を測量する調査です。 地籍調査は、国土調査法に基づく「国土調査」

の１つとして実施します。  

 

 

多賀公園（グラウンドゴルフ） 四手公園（少年野球） 

財源 

国県の負担  １万円 

町の一般財源 ２９８万円 



〔消防費〕 

常備消防費 ９，３２４万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

常備消防業務は、彦根市に委託しています。 

《主な経費》 

常備消防委託費（彦根市） ９，３２４万円 

非常備消防費 １，６４７万円 （総務課） 

消防団を組織し、火災等の災害に備え、安心・安全なまちづくりを推進します。 

《主な経費》 

消防団員報酬 ２７５万円 

職員給与等 ７９８万円 

消防備品購入費 ２０万円 

消防団活動補助 ４２万円 

消防施設費 ２，７０６万円 （総務課） 

自警団用の小型ポンプ車等の消防施設・設備を整備するとともに、消火栓の維持管理

や非常用の衛星電話を活用し火災時に備えます。 

今年度、（仮称）川相消防センターの設計費を計上しています。 

《主な経費》 

自警団小型ポンプ車整備費（楢崎・南後谷） ６０９万円 

防災施設等整備補助 ６６万円 

（仮称）川相消防センター設計費 ２７０万円 

消火栓負担金（水道事業特別会計へ繰出） １，１３４万円 

災害対策費 ３６３万円 （総務課） 

災害に備え、備蓄備品を整備しておくとともに、防災訓練を実施します。また、有事には、

応急対応を迅速に行い、住民の生命・財産を守る体制を整えます。 

《主な経費》 

 防災備品購入費 ４４万円 

 応急災害復旧委託料（工業会） ３０万円 

特別災害復旧事業補助 ９０万円 

 防災訓練費 ３７万円 

 

 

 

財源 

地方債 ９１０万円 

町の一般財源 １，７９６万円 

防災訓練（土のう作り） 

財源 

消防団福祉共済返戻金  １万円 

町の一般財源 １，６４６万円 

財源 

国県の負担 １５万円 

町の一般財源 ３４８万円 



〔教育費〕 

教育委員会事務局費 ７，５０６万円 （教育総務課） 

町長部局から独立した行政機関として、町の教育の方針や施策を決定します。住民の意

見や国・県から情報を収集し、教育振興に努めます。 

《主な経費》 

委員報酬 ６７万円 

職員給与等 ６，８２３万円 

 

教育振興費 ８２９万円 （教育総務課） 

幼稚園、小学校、中学校の総合的な教育振興を図るための経費です。 

中学生の海外派遣研修を実施し、国際力豊かな生徒を育てます。 

引き続き、幼児教育をより充実させるため、幼児教育のあり方を検討します。 

 

《主な経費》 

教育にかかる講師、検討委員報償費 ７８万円 

土曜講座講師委託料 ６０万円 

通級指導教室運営負担金 ３７万円 

海外派遣研修（ニュージーランド）事業 ５５２万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童・生徒数（人） 

 多賀幼 大滝幼 多賀小 大滝小 多賀中 

平成２６年度 

（年度末） 
５０ １３ ３３４ ７７ ２０７ 

平成２７年度 

（年度当初） 
４６ ９ ３３５ ６６ ２２２ 

増減 ▲４ ▲４ ＋１ ▲１１ ＋１５ 

財源 

国県の負担 ５００万円 

町の一般財源 ７，００６万円 

財源 

国県の負担 １５万円 

海外研修基金繰入 ３９２万円 

海外研修参加費 １６０万円 

町の一般財源 ２６２万円 

土曜講座（サタスタ） 海外派遣研修（ニュージーランド） 



小学校管理費 １億２，７８０万円 （学校教育課） 

多賀小学校・大滝小学校の運営、施設管理を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充

実を図ります。 

引き続き、特別支援教育支援員を配置するとともに、英語教育環境を強化します。 

また、衛生管理に努め、安全でバランスのとれた栄養のある学校給食を提供します。 

 

《主な経費》 

特別支援教育支援員設置費 １，０２５万円 

臨時講師設置費 ５８５万円 

外国語指導業務委託料 １８２万円 

施設管理保守委託料 ４４６万円 

施設管理消耗品・光熱水費等の需用費 １，３３１万円 

通学バス運行費 １，５９１万円 

給食事業費 ５，７４５万円 

小学校教育振興費 １，２９１万円 （学校教育課） 

教材備品や学校図書等を充実させ、教育環境の向上を図ります。 

ICT設備を活用した授業を充実し、児童の学力の向上を図ります。 

また、教育の機会均等を図るため、経済的理由により、就学が困難な児童に対して援助

を行います。 

《主な経費》 

消耗品等需用費 １６６万円 

教材備品購入費 ８５万円 

児童用図書購入費 ９０万円 

デジタル教科書（ＩＣＴ） ２００万円 

教師用図書（教科書改訂） ２４０万円 

要保護・準要保護児童援助費 ２９２万円 

修学旅行補助 １５万円 

 

 

 

 

 

財源 

給食費等保護者負担金 ２，０３６万円 

町の一般財源 １億７４４万円 

財源 

国県の負担 ２３万円 

町の一般財源 １，２６８万円 

いわな給食（犬上川） ＩＣＴを活用した英語の授業 



中学校管理費 ７，４５７万円 （学校教育課） 

多賀中学校の運営、施設管理を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充実を図ります。

引き続き、外国人講師を専任で配置し、英語教育の充実を図ります。 

外周フェンス工事を行い、安全対策を図ります。 

調理委託方式により、生徒にバランスのとれた栄養のある学校給食を提供します。 

《主な経費》 

特別支援教育支援員設置費 ２５６万円 

外国語講師設置費 ４３２万円 

臨時講師設置費 １，１４１万円 

施設管理保守委託料 １２４万円 

施設管理消耗品・光熱水費等の需用費 ８８９万円 

フェンス工事費 ２９０万円 

給食事業費 ３，６１８万円 

中学校教育振興費 １，３６６万円 （学校教育課） 

教材備品や学校図書等を充実させ、教育環境の向上を図ります。 

ICT設備を活用した授業を取り入れ、児童の学力の向上を図ります。 

部活動経費や大会参加経費の補助を行います。 

また、教育の機会均等を図るため、経済的理由により、就学が困難な生徒に対して援助

を行います。 

《主な経費》 

消耗品等需用費  ７９万円 

教材備品購入費 ５０万円 

生徒用図書購入費 ５０万円 

デジタル教科書（ＩＣＴ） ５０万円 

通学バス補助 ６４４万円 

要保護・準要保護児童援助費 ２９７万円 

部活動推進・大会補助 ６１万円  

修学旅行補助 ２４万円 

幼稚園費 ４，７１２万円 （学校教育課） 

多賀幼稚園、大滝幼稚園において、就学前の子どもに対して、幼児期の特性や発達課

題を的確に踏まえて、望ましい習慣や態度の育成を目指した教育を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 ３，７２４万円 

臨時教諭設置費 ５１７万円 

管理運営消耗品等 ２３２万円 

施設管理保守委託料 ６５万円 

財源 

給食費等保護者負担金 １，２０９万円 

町の一般財源 ６，２４８万円 

財源 

国県の負担 １６万円 

町の一般財源 １，３５０万円 

財源 

保護者負担金 ５４０万円 

町の一般財源 ４，１７２万円 

ランチルームでの給食 



社会教育総務費 ３，６６６万円 （生涯学習課） 

青少年の健全な育成を図る事業を展開します。 

家庭・地域・学校が互いに連携を深め、子どもの健やかな成長を育む暖かい環境づくり

を推進します。 

 

《主な経費》 

職員給与等 ２，８７０万円 

青少年育成推進費 ３１１万円 

人権教育推進費 ６８万円 

家庭教育支援費 ３４万円 

体験活動推進費 ４３万円 

学校支援地域本部事業費 １９３万円 

町史編纂事業費 ９３万円 

 

 

 

中央公民館費 １，６０５万円 （生涯学習課） 

中央公民館の運営管理を行います。各団体のサークル活動等を支援するほか、生涯学

習を推進し、広く学習機会を提供することにより、生きがいづくりを応援します。 

《主な経費》 

臨時・嘱託職員設置費 ６３２万円 

生涯学習講座講師報償費 １８万円 

施設管理消耗品・光熱水費等の需用費 ４３０万円 

施設設備維持・保守委託料 ２３６万円 

 

中央公民館建設費 ３，６７３万円 （企画課・生涯学習課） 

多賀町にとって、総合的、効果的に生涯学習、社会教育を推進するための検討を行うと

ともに、新しい中央公民館の建設に向けた取り組みを進めます。 

今年度は、新施設の基本設計、用地取得を行います。 

《主な経費》 

建設準備委員報償 ５６万円 

基本設計料 １，６００万円 

用地取得費 ２，０００万円 

 

 

財源 

国県の負担 ６９万円 

講習受講料等 ３２万円 

町の一般財源 ３，５６５万円 

財源 

公民館使用料等 ６３万円 

町の一般財源 １，５４２万円 

親子料理教室 

財源 

中央公民館建設基金繰入金 １，６００万円 

土地開発基金繰入金 ２，０００万円 

町の一般財源 ７３万円 



保健体育費 ８３９万円 （生涯学習課） 

スポーツに親しみながら、健康増進につながる環境づくりに努めます。住民のスポーツ

の推進、体育施設のあり方について検討し、多賀町スポーツ推進計画を策定します。 

《主な経費》 

町体育協会補助 ６４万円 

少年団体育成補助 ４５万円 

スポーツ推進計画策定費 ４３９万円 

スポーツ教室開催費 ８０万円 

湖東野球開催費 ２９万円 

 

 

 

 

 

 

海洋センター費 ３，７０９万円 （生涯学習課） 

海洋センター（体育館・プール・艇庫）の維持管理を行います。 

また、プール、艇庫を活用した体育講座を開催し、健康増進に努めます。 

《主な経費》 

職員給与等 １，３６６万円 

臨時職員設置費 ７０３万円 

施設管理消耗品・光熱水費等の需用費 ３９２万円 

施設維持保守等委託料 ９９０万円 

（うちフィットネスルーム指定管理料 ９１万円） 

（うちプール施設管理委託料 ７３０万円） 

町民グランド費 ７００万円（生涯学習課） 

 町民グランドおよびテニスコートの維持管理を行います。 

《主な経費》 

施設管理費 ７００万円 

 

 

 

財源 

体育講座受講料 ３４万円 

湖東野球参加負担金 ６万円 

まちづくり基金繰入金 １９８万円 

スポーツ振興くじ助成金 ３５１万円 

町の一般財源 ２５０万円 

財源 

施設使用料等 ３３３万円 

町の一般財源 ３，３７６万円 

小学生水泳教室 
いきいき健康体操教室 

財源 

施設使用料等 １０９万円 

町の一般財源 ５９１万円 

町民軟式野球大会 



滝の宮スポーツ公園費 ９３２万円（生涯学習課） 

滝の宮スポーツ公園およびグラウンド・ゴルフ場の維持管理を行います。 

《主な経費》 

施設管理費 ９３２万円 

（うち グラウンド・ゴルフ場芝生管理費 １３７万円） 

 

 

 

勤労者体育センター費 ２１４万円 （生涯学習課） 

勤労者体育センターの維持管理を行います。 

《主な経費》 

施設管理費 ２１４万円 

 

武道館費 １８万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源） 

武道館の維持管理を行います。 

《主な経費》 

施設管理費 １８万円 

文化財保護費 ４，０９８万円 （生涯学習課） 

文化財センターの維持管理と発掘調査で出土した遺物や民俗資料の整理保管を行いま

す。また、町内の貴重な文化財を調査し、保護を行います。 

今年度は、敏満寺遺跡および多賀大社奥書院の保存管理計画を策定するとともに、  

胡宮神社社務所庭園の修復経費に対し補助します。 

《主な経費》 

職員給与等 ９７１万円 

埋蔵文化財発掘調査費 ２０２万円 

敏満寺遺跡史跡整備費 ４７２万円 

文化財発掘調査受託事業費 ７２０万円 

史跡等保存管理計画費（多賀大社奥書院）１８５万円 

胡宮神社社務所庭園修復費補助 １，０００万円 

 

財源 

国県の負担 ２３５万円 

発掘調査受託金 ７２０万円 

保存計画策定負担金 ５０万円 

町の一般財源 ３，０９３万円 

財源 

施設使用料等 ８９万円 

町の一般財源 ８４３万円 

財源 

施設使用料 ４７万円 

施設賃借料 ７２万円 

町の一般財源 ９５万円 

グラウンド・ゴルフ場（滝の宮スポーツ公園） 



歴史民俗資料館費 ７５万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源） 

歴史民俗資料館の維持管理を行います。 

《主な経費》 

施設管理費 ７５万円 

あけぼのパーク多賀管理費 ２，４３８万円 （生涯学習課） 

あけぼのパーク多賀の維持管理を行います。環境保全促進事業として、展示会や講演

会を行います。 

《主な経費》 

施設管理消耗品・光熱水費等の需用費 １，２６０万円 

施設設備維持保守委託料 ５７１万円 

施設設備改修工事費 １３８万円 

環境保全促進事業費 ２１０万円 

図書館費 ４，８６４万円 （生涯学習課） 

幅広く親しまれる生涯学習の拠点づくりを目指し、多様なニーズに応える適切な図書館

資料の収集・提供に努めるとともに、図書館を利用しにくい方たちのために移動図書館車

の巡回を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 ２，０８８万円 

臨時・嘱託職員設置費 ９３９万円 

システム保守点検委託料 １４８万円 

学校図書支援業務委託 ３５６万円 

図書・資料購入費 ６５０万円 

読み聞かせボランティア活動補助 １万円 

博物館費 ２，１７６万円 （生涯学習課） 

常設展示に加え、古代ゾウ発掘プロジェクト事業、企画展やギャラリー展、多賀の自然を

活かした観察会、講演会等を開催し、郷土意識の醸成や多賀町の魅力をアピールする事

業を展開します。また、標本の作製や試料分析を行います。 

《主な経費》 

職員給与等 １，３８５万円 

臨時・嘱託職員設置費 ４４０万円 

企画展等消耗品費 １０６万円 

燻蒸・標本委託料 １１５万円Ｖ 

 

 

 

財源 

自動販売機設置費 ５万円 

講座受講費 ２万円 

環境保全促進助成金 ２００万円 

町の一般財源 ２，２３１万円 

財源 

資料コピー代等  ２万円 

町の一般財源 ４，８６２万円 

財源 

施設使用料等  ３５万円 

町の一般財源 ２，１４１円 親子化石採掘体験 



公債費 ４億２，１２７万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

今までに多賀町内の道路や学校施設等を整備するときに借り入れた町債に対しての平

成２７年度における償還額です。 

元金 ３億６，０４２万円 

利子 ６，０８５万円 （うち一時借入利子９３万円） 

 

 

 

 

 

 

基金費 １，３４７万円 （会計室） 

基金は、町の預貯金で、各年度の財源不足を調整するための財政調整基金や将来の

大きな支出に備えて積み立てている特定目的基金があります。 

 

《主な基金》（積立分） 

財政調整基金積立金 １０９万円(利子分) 

減債基金積立金 ３６万円（利子分） 

中央公民館建設基金積立金 ９２万円(利子分) 

多賀町まちづくり基金積立金 １，１１０万円（ふるさと納税分） 

 

予備費 ４００万円 （総務課）（多賀町の一般財源） 

予算編成時には予期しなかった、急を要する新たな支出や不足する予算の支出に対応

します。 

財源 

各基金利子 ２３７万円 

ふるさと納税寄付金 １，１１０万円 

 

一時借入金は、資金調達のための借り入れですが、地方債とは異なり借り入れした

年度内に返済しなければなりません。経費の使用目的は問わずに、その経費の支出時

期がその財源の収入前である場合など、収入と支出の時期が合わないために、金融機

関から一時的に借り入れるものです。利子はその借り入れがあった場合に支払うもの

で、借り入れがなければ、執行しません。 

平成２４年度については、一時借入金は行いませんでした。 

 


